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王立委員会は豪金融業界の不正調査の最終報告を公表

 豪州金融業界の不正行為を調査する王立委員会は2月4日に最終報告を公表。報告には76項目の勧告が含まれる。

 調査期間中の豪州銀行株は軟調に推移。大手金融機関への過度な規制を求めなかった最終報告に市場は安堵。

 王立委員会の勧告による大手金融機関への影響は限定的に。個別行レベルでは今後の刑事訴訟の可能性に注意。

 王立委員会の勧告を実際の政策に反映させるのは次期政権。当面は総選挙に向けた与野党の政策論争が焦点に。

金融市場は王立委員会の最終報告に安堵

豪州の金融機関の不正行為を調査するため、2017年

12月に設立された王立委員会は、2019年2月4日に76

項目の勧告を含む最終報告を公表しました。

王立委員会では銀行貸出や投資助言、年金、保険など

様々な分野に関する公聴会が実施され、金融機関による

多くの不正行為が明るみに出たことから、調査期間中の

豪州銀行株は軟調な推移が続きました（図1）。

しかし、公表された最終報告には大手金融機関への過

度な規制を求める勧告が盛り込まれなかったことから、市

場に安堵感が広がり、2月5日の豪州銀行株は前日比

+5.5％の大幅な上昇となりました。
図2：王立委員会の最終報告の主なポイント

（出所）王立委員会、各種報道

最終報告による銀行事業への影響は限定的

王立委員会の最終報告の主なポイントは図2に示す通り

です。四大銀行を始めとする大手金融機関にとっては、垂

直統合モデルが容認されたこと（①）や住宅ローン審査の

一段の厳格化が回避されたこと（②）などから、王立委員

会の勧告による本業の銀行事業への影響は限定的に留

まるとみられています。

ただし、故人へのサービス料請求問題などに関して、今

後、個別行レベルでは金融当局からの刑事訴訟に発展す

る可能性は残されている模様です。王立委員会の最終報

告を受けて、豪州政府の金融規制がどのように進展する

かを注意深く見守る必要があると考えられます。

図1：豪州の銀行株の推移

（出所）ブルームバーグ （期間）2015年1月1日～2019年2月5日

総選挙に向けた与野党の政策論争が次の焦点に

また、王立委員会の勧告を議会での法案審議を含めて

実際の政策に反映させるのは、2019年5月の総選挙で誕

生する次期政権です。総選挙に向けて、王立委員会の勧

告を受けた与野党の政策論争が次の焦点となりそうです。

① 勧告では大手金融機関の垂直統合モデル（金融商品の

開発・販売・助言をグループ内で一手に担う事業体制）

への規制は求めず（＝金融機関の事業分割を回避）。

② 金融機関が既に採ってきた改善策を考慮して、住宅ロー

ン審査の一段の厳格化を求める勧告は行わず（＝金融

機関のコスト増加と貸し渋りの深刻化リスクを回避）。

③ 勧告では金融機関への刑事責任は問わず。ただし、故

人へのサービス料請求問題等で、今後、個別行レベル

では金融当局からの刑事訴訟に直面する可能性は残る。

④ 住宅ローン仲介業者への手数料は、貸し手（金融機関）

ではなく、借り手の個人に負担を求める。金融機関が仲

介業者に支払っている手数料報酬は段階的に廃止。

⑤ 金融監督庁（APRA）の監視のもと、金融機関は経営幹

部や従業員の妥当な報酬管理体系を策定すべき。

⑥ 中小企業向け貸出には、個人向け貸出と同等の厳格な

融資手続きは適用せず。
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